
　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性

1 （財）国策研究会 ○ ○ ○ ○ ○

2 （社）楡の木会 ○ × × ○ ○

②について、法人の管理事
務等に不適正事項があった
ので、その改善を強く指導
した（H１３．２．２

3 （社）日本ﾌｨﾗﾝｿﾛﾋﾟｰ協会 ○ ○ ○ ○ ○

4 （社）中央政策研究所 ○ ○ ○ ○ ○

5 （財）地域社会研究所 ○ ○ ○ ○ ○

6 （社）自由政治懇話会 ○ ○ ○ ○ ○

7
（社）日本家庭生活研究協
会

○ ○ ○ ○ ○

8 （財）公益法人協会 ○ ○ ○ ○ ○

9 （財）石橋湛山記念財団 ○ ○ ○ ○ ○

10 （財）トヨタ財団 ○ ○ ○ ○ ○

11 （財）協和協会 ○ × ○ ○ ○
②について、目的外と考え
られる事業の是正を改善指
導した（H１３．３．

12 （社）霞会館 ○ ○ ○ ○ ○

13 （社）日本戦災遺族会 ○ ○ ○ ○ ○

14 （財）社会環境研究センター ○ ○ ○ ○ ○

15
（財）２００１年日本委員
会

○ ○ ○ ○ ○

16 （財）本田財団 ○ ○ ○ ○ ○
外務省共管

　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

17
（財）社会文化研究セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

18 （財）日本生命財団 ○ ○ ○ ○ ○

19
（財）太平洋戦全国空爆犠
牲者慰霊協会

○ ○ ○ ○ ○

20
（財）日本ﾒﾃﾞｨｸ･ｱﾗｰﾄ国
際協会

○ × ○ ○ ○

②について、法人の目的に
沿った事業の的確な実施を
指導した（H１３．２．１
９）。厚生労働省共管

21 （財）一ツ橋綜合財団 ○ ○ ○ ○ ○

22 （財）助成財団センター ○ ○ ○ ○ ○

23 （財）住友財団 ○ ○ ○ ○ ○

24 （財）ライオンズ日本財団 ○ ○ ○ ○ ○

25
（財）ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰｼｽﾃﾑ開発
財団

○ ○ ○ ○ ○

26 （社）新構想研究会 ○ ○ ○ ○ ○

27
(社）元軍人軍属短期在職
者協力協会

○ ○ ○ ○ ○
厚生労働省共管

28 （財）全国強制抑留者協会 ○ ○ ○ ○ ○

29 （財）日本学術協力財団 ○ ○ ○ ○ ○

30 （社）日本工学アカデミー ○ ○ ○ ○ ○

31
（財）行政管理研究セン
ター

○ ○ ○ ○ ○
　

32 （社）行革国民会議 ○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

33
（財）人権教育啓発推進セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○
法務省、文部科学省共管

34
（財）能率増進研究開発セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○

35 （財）浩志会 ○ ○ ○ ○ ○
内閣府共管

36
（社）行政情報システム研
究所

○ ○ ○ ○ ○

37
（社）全国行政相談委員
連合協議会

○ ○ △ ○ ○
②について、未整備の情報公
開資料の改善を求め(H13.3.1)、
一週間後に改善が図られた。

38 (財)日本統計協会 ○ ○ ○ ○ ○
文部科学省共管

39 (財)統計研究会 ○ ○ ○ ○ ○

40 （財）全国統計協会連合会 ○ ○ ○ ○ ○

41 （財）計量計画研究所 ○ ○ ○ ○ ○
国土交通省共管

42
(財)統計情報研究開発セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

43 （財）櫻田會 ○ ○ ○ ○ ○
　

44 （財）全国自治協会 ○ ○ ○ ○ ○

45 （財）都道府県会館 ○ ○ ○ ○ ○
国土交通省共管

46
（社）全国市有物件災害共
済会

○ ○ ○ ○ ○

47 （財）地方財務協会 ○ ○ ○ ○ ○

48
（社）全国公営住宅火災共
済機構

○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

49 （財）自治研修協会 ○ ○ ○ ○ ○
　

50 （財）日本都市センター ○ ○ ○ ○ ○

51 （財）日本不動産研究所 ○ ○ ○ ○ ○
財務省、国土交通省共管

52 （財）国民政治協会 ○ ○ ○ ○ ○

53 （財）市川房枝記念会 ○ ○ × ○ ○

②について、閲覧に供すべき
資料を整備し、公開するよう
指導した(13.3.9)。平成12年度
決算等報告時に完了する予
定。

54 （財）東北自治研修所 ○ ○ ○ ○ ○

55 （財）日本宝くじ協会 ○ ○ ○ ○ ○

56 （財）社会文化会館 ○ ○ ○ ○ ○

57 （財）自由民主会館 ○ ○ ○ ○ ○

58 （財）片山哲記念財団 ○ ○ ○ ○ ○

59
（財）町村議会議員公務災
害補償等組合連合会

○ ○ ○ ○ ○

60
（財）地方自治情報セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

61 （社）公営交通事業協会 ○ ○ ○ ○ ○
国土交通省共管

62 （財）全国町村議員会館 ○ ○ ○ ○ ○

63 （財）河中自治振興財団 ○ ○ ○ ○ ○

64 （財）地域社会振興財団 ○ ○ ○ ○ ○
　



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

65
（財）地方行政総合研究セ
ンター

○ ○ △ ○ ○

②について、閲覧に供すべ
き資料を整備し、公開する
よう指導し、速やかに改善
された（13.3.16）。

66 （社）地方行財政調査会 ○ ○ ○ ○ ○

67
（社）全国競輪施行者協議
会

○ ○ ○ ○ ○
経済産業省共管

68 （財）明るい選挙推進協会 ○ ○ ○ ○ ○
　

69 （財）自治総合センター ○ ○ ○ ○ ○

70
（財）資産評価システム研
究センター

○ ○ ○ ○ ○

71 （財）全国市町村振興協会 ○ ○ ○ ○ ○

72 （財）地方債協会 ○ ○ ○ ○ ○

73 （社）日本地下鉄協会 ○ ○ ○ ○ ○
国土交通省共管

74 （財）地域活性化センター ○ ○ ○ ○ ○

75 （社）地域医療振興協会 ○ ○ ○ ○ ○

厚生労働省共管

76
（財）日米地域間交流推進
協会

○ ○ ○ ○ ○
内閣府、外務省、文部科学
省、経済産業省共管

77
（社）地方公務員共済組合
協議会

○ ○ ○ ○ ○
警察庁、文部科学省共管

78 （財）国土地理協会 ○ ○ ○ ○ ○

79 （財）公明文化協会 ○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

80 （財）自治体国際化協会 ○ ○ ○ ○ ○

81 （社）全日本印章業協会 ○ ○ ○ ○ ○

82 （財）地域総合整備財団 ○ ○ ○ ○ ○
財務省共管

83 （財）自治労会館 ○ ○ ○ ○ ○

84
（財）地方公務員等ライフ
プラン協会

○ ○ ○ ○ ○

85 （財）自治体衛星通信機構 ○ ○ ○ ○ ○

86
（財）地方公務員安全衛生
推進協会

○ ○ ○ ○ ○

87 （財）まちづくり市民財団 ○ ○ ○ ○ ○

88
（財）ｼﾞｮﾝ万次郎ﾎｲｯﾄﾌｨｰ
ﾙﾄﾞ記念国際草の根交流ｾﾝ
ﾀｰ

○ ○ ○ ○ ○
外務省、経済産業省、国土
交通省共管

89 （社）地域経済総合研究所 ○ ○ ○ ○ ○

90 （財）地域創造 ○ ○ ○ ○ ○

91 （財）地方自治総合研究所 ○ ○ ○ ○ ○

92 （財）日本ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾜｰｸ協会 ○ ○ ○ ○ ○
農林水産省、環境省、国土
交通省共管

93 （財）地方自治研究機構 ○ ○ ○ ○ ○

94 （社）国際音楽交流協会 ○ ○ ○ ○ ×

④について、入札による契約
方式の改善指導をし(13.3.16)、
平成１３年度からは原則とし
て競争入札とすることとし
た。

95
（社）コミュニティネット
ワーク協会

○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

96
（財）舞台芸術財団演劇人
会議

○ ○ ○ ○ ○
文部科学省共管

97
（財）行政書士試験研究セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○

98 （財）過疎地域問題調査会 ○ ○ ○ ○ ○

99 （財）日本消防協会 ○ ○ ○ ○ ○

100
（社）日本火災報知機工業
会

○ ○ ○ ○ ○

101 （社）日本消火器工業会 ○ ○ ○ ○ ○

102 （財）日本防災通信協会 ○ ○ ○ ○ ○
警察庁共管

103 （社）日本消防ポンプ協会 ○ ○ ○ ○ ○

104 （財）日本防火協会 ○ ○ ○ ○ ○

105 （財）全国消防協会 ○ ○ ○ ○ ○

106 （社）全国消防機器協会 ○ ○ ○ ○ ○

107 （財）消防育英会 ○ ○ ○ ○ ○
文部科学省共管

108
（社）日本消防放水器具工
業会

○ ○ ○ ○ ○

109 （財）日本防炎協会 ○ ○ ○ ○ ○

110
（財）日本防火研究普及協
会

○ ○ ○ ○ ○

111 （社）日本消火装置工業会 ○ ○ ○ ○ ○

112
（社）全国消火栓標識連合
会

○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

113
（財）日本消防設備安全セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○

114
（財）日本石油燃焼機器保
守協会

○ ○ ○ ○ ○

115
（財）消防科学総合セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

116 （社）全国避難設備工業会 ○ ○ ○ ○ ○

117
（財）消防試験研究セン
ター

○ ○ ○ ○ ×

④について、一部発注先が同
一業者になっている事項が
あったので、契約方式の見直
しを行うよう指導した
(13.3.16)。平成13年度より契約
方式の改善を行う予定。

118
（社）全国消防機器販売業
協会

○ ○ ○ ○ ○

119 （財）全国危険物安全協会 ○ ○ ○ ○ ○

120 （財）救急振興財団 ○ ○ ○ ○ ○

121 （財）電気通信振興会 ○ ○ ○ ○ ○  

122 （財）電気通信高度化協会 ○ ○ ○ ○ ○  
　

123 (社)電信電話技術委員会 ○ ○ ○ ○ ○  

124
（財）テレコム先端技術研
究支援センター

○ ○ ○ ○ ○  

125
（社）国際都市コミュニ
ケーションセンター

○ × ○ ○ ×  

②について、規程類の整備
及び事業別収支の経理、④
について、常勤職員の配置
等を改善するよう指導した
（１３．３．８）。平成１
３年度より改善する予定。

126
（財）原総合知的通信シス
テム基金

○ ○ ○ ○ ○  



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

127
（財）ハイパーネットワー
ク社会研究所

○ ○ ○ ○ ○  
経済産業省と共管。

128 （社）日本テレワーク協会 ○ ○ ○ ○ ○  
経済産業省、国土交通省、
厚生労働省と共管

129
（財）競馬・農林水産情報衛
星通信機構

○ ○ ○ ○ ○  
農林水産省と共管

130
（社）デジタルメディア協
会

○ ○ ○ ○ ○  

131 （財）日本ソーホー協会 ○ ○ ○ ○ ○  

132 （財）電波技術協会 ○ ○ ○ ○ ○  
経済産業省と共管。

133 （社）民間放送連盟 ○ ○ ○ ○ ○  
 

134 （財）日本放送協会共済会 ○ ○ ○ ○ ○  
　

135 （財）放送番組センター ○ ○ ○ ○ ○  

136 （財）ＮＨＫｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ ○ ○ ○ ○ ○  
文部科学省と共管

137 (社)全国有線音楽放送協会 ○ ○ ○ ○ ○  

138 （財）放送文化基金 ○ ○ ○ ○ ○  
　

139
(社)日本農村情報システム
協会

○ ○ ○ ○ ○  
農林水産省、経済産業省と
共管

140
（社）日本ＣＡＴＶ技術協
会

○ ○ ○ ○ ○  

141
（財）ＮＨＫインターナ
ショナル

○ ○ ○ ○ ○   
　

142
（社）日本ケーブルテレビ
連盟

○ ○ ○ ○ ○  



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

143 （財）ＮＨＫｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ ○ ○ ○ ○ ○  
　

144
（社）日本テレビコマー
シャル制作社連盟

○ ○ ○ ○ ○  

145 （財）ＮＨＫ放送研修ｾﾝﾀｰ ○ ○ ○ ○ ○  
　

146
（社）全日本テレビ番組製
作社連盟

○ ○ ○ ○ ○   

147 （財）放送音楽文化振興会 ○ ○ ○ ○ ○  

148
（財）衛星放送セキュリ
ティーセンター

○ ○ ○ ○ ○  

149
（財）放送番組国際交流セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○  
外務省と共管

150
（社）ビーエスデジタル放
送推進協会

○ ○ ○ ○ ○  

151
（社）日本シーエム放送連
盟

○ ○ ○ ○ ○    

152 （財）東海テレビ国際基金 ○ ○ ○ ○ ○  
外務省と共管

153
(財)研究学園都市コミュニ
ティケーブルサービス

○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

154 （社）衛星放送協会 ○ ○ ○ ○ ○  
　

155 （社）電気通信協会 ○ ○ ○ ○ ○
経済産業省と共管

156
(社)電気通信
事業者協会

○ ○ ○ ○ ○

157
(財)電気通信
共済会

○ ○ ○ ○ ○
　

158
(財)電気通信
福利協会

○ ○ ○ ○ ○
　

159 (財)国際電信電話共済会 ○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

160
(財)KDDｴﾝｼﾞﾆｱ
ﾘﾝｸﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

○ ○ ○ ○ ○

161 (財)国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ基金 ○ ○ ○ ○ ○

162 (財)電気通信普及財団 ○ ○ ○ ○ ○  
 

163
(財)京都コミュニケーショ
ン基金

○ ○ ○ ○ ○

164
（社）日本有線放送電話協
会

○ ○ ○ ○ ○
農林水産省と共管

165 （財）日本公衆電話会 ○ ○ ○ ○ ○

166
（社）全日本電話取引業協
会

○ ○ ○ ○ ○

167 （社）前払式証票発行協会 ○ ○ ○ ○ ○
金融庁、経済産業省と共管

168 （社）電信電話工事協会 ○ ○ ○ ○ ○

169 （社）情報通信設備協会 ○ ○ ○ ○ ○

170
（社）民間放送テレビジョン
中継回線運営センター

○ ○ ○ ○ ○

171 （財）国際通信文化協会 ○ ○ ○ ○ ○

172
（社）全日本テレホンサー
ビス協会

○ ○ ○ ○ ○

173
（財）日本電信電話ユーザ
協会

○ ○ ○ ○ ○

174
（社）日本テレマーケティ
ング協会

○ ○ ○ ○ ○
経済産業省と共管

175 (財)大川情報通信基金 ○ ○ ○ ○ ○
　

176 (社)テレコムサービス協会 ○ ○ ○ ○ ○
　



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

177
(財)日本ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰﾕｰﾃｨﾘﾃｨ
-協会

○ ○ ○ ○ ○
　

178 (財)日本情報処理開発協会 ○ ○ ○ ○ ○
経済産業省と共管

179 (財)日本データ通信協会 ○ ○ ○ ○ ○
経済産業省と共管

180
(社)日本ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ
協会

○ ○ ○ ○ ○
平成１２年１２月２８日に
設立
された。

181
(社)日本ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ
ｾﾝﾀｰ

○ ○ ○ ○ ○
文部科学省、経済産業省と
共管

182
(財)マルチメディア振興セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○

183
（財）電気通信端末機器審
査協会

○ ○ ○ ○ ○
　

184 （社）電波産業会 ○ ○ ○ ○ ○

185 （財）日本無線協会 ○ ○ ○ ○ ○

186
（社）日本アマチュア無線
連盟

○ ○ ○ ○ ○

187
（財）日本ラジコン電波安
全協会

○ ○ ○ ○ ○

188 （社）全国陸上無線協会 ○ ○ ○ ○ ○

189
（社）全国自動車無線連合
会

○ ○ ○ ○ ○
国土交通省と共管

190 （財）移動無線センター ○ ○ ○ ○ ○

191
（財）近畿移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

192
（財）中国移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

193
（財）日本移動通信システ
ムセンター

○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

194
（財）道路交通情報通信シ
ステムセンター

○ ○ ○ ○ ○
警察庁、国土交通省と共管

195
（社）道路トンネル情報通
信基盤整備協会

○ ○ ○ ○ ○
国土交通省と共管

196
（社）全国船舶無線工事協
会

○ ○ ○ ○ ○

197 （社）全国漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○
農林水産省と共管

198 （社）目黒会 ○ ○ ○ ○ ○

199
（財） テレコムエンジニ
アリングセンター

○ ○ ○ ○ ○
 

200
（財） 日本アマチュア無
線振興協会

○ ○ ○ ○ ○
 

201 （財） 海上無線振興協会 ○ ○ ○ ○ ○
 

202 （財）国際通信経済研究所 ○ ○ ○ ○ ○

203
（財）海外通信・放送コン
サルティング協力

○ ○ ○ ○ ○
経済産業省と共管

204 （財）日本ITU協会 ○ ○ ○ ○ ○

205 （社）紋別漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  

206 （社）函館漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
 

207
（財）北海道移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

208
（社）北海道ハイヤー無線
協会

○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

209
（社）北海道電気通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
北海道と共管

210 （社）東北自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

211 （社）宮城県漁業無線公社 ○ ○ ○ ○ ○  
宮城県と共管

212
（財）東北移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

213
（社）秋田県テレビジョン
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
秋田県と共管

214
（社）青森県テレビジョン
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
青森県と共管

215
（社）青森県情報通信基盤
整備センター

○ ○ ○ ○ ○  
青森県と共管

216
（社）福島県民放テレビ放
送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
福島県と共管

217
（社）山形県放送中継施設
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
山形県と共管

218
（社）宮城県テレビジョン
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
宮城県と共管

219
（社）岩手県情報通信基盤
整備センター

○ ○ ○ ○ ○  
岩手県と共管

220
（社）岩手県テレビジョン
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
岩手県と共管

221 （社）宮城村有線放送協会 ○ ○ ○ ○ ○  
 

222
（社）神奈川県漁業無線協
会

○ ○ ○ ○ ○  
神奈川県と共管

223 （社）関東自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

224
（財）東京ケーブルビジョ
ン

○ ○ ○ ○ ○  
 

225
（社）茨城県情報格差是正
事業協会

○ ○ ○ ○ ○  
茨城県と共管

226
（社）山梨県情報格差是正
事業協会

○ ○ ○ ○ ○  
山梨県と共管

227
（社）群馬県情報通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
群馬県と共管



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

228 （財）ケーブルシティ横浜 ○ ○ ○ ○ ○  
 

229
（財）首都圏ケーブルメ
ディア

○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

230
（社）三水青木村有線放送
電話協会

○ ○ ○ ○ ○  
　

231
（社）中野市有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  
　

232
（社）須坂市有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  
　

233
（社）青木村有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  
　

234
（社）上越市有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  
　

235 （社）信越自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

236
（財）信越移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  
　

237
（財）新潟テレトピア振興
協会

○ ○ ○ ○ ○  
 

238
（社）新潟県情報通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
新潟県と共管

239
（社）長野県テレビション
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
長野県と共管

240 （社）北陸自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

241
（社）とやま地域情報化推
進センター

○ ○ ○ ○ ○  

242
（社）石川県情報通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
石川県と共管

243
（社）福井県情報通信基盤
協議会

○ ○ ○ ○ ○  
福井県と共管

244
（社）静岡県有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

245
(財)名古屋ケーブルビジョ
ン

○ ○ ○ ○ ○  
 

246 （社）東海自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

247
（財）東海移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

248
（財）四日市市都市整備公
社

○ ○ ○ ○ ○  
三重県と共管

249
（社）三重県情報基盤整備
協会

○ ○ ○ ○ ○  
三重県と共管

250
（社）愛知県情報通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
愛知県と共管

251
（社）静岡県情報化推進協
会

○ ○ ○ ○ ○  
静岡県と共管

252
（社）岐阜県情報基盤整備
協会

○ ○ ○ ○ ○  
岐阜県と共管

253 （社）京都府防災無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  

254
（財）京阪神ケーブルビ
ジョン

○ ○ ○ ○ ○  
 

255 （社）近畿自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

256
（社）兵庫県情報通信基盤
整備センター

○ ○ ○ ○ ○  
兵庫県と共管

257
（社）滋賀県情報通信基盤
整備センター

○ ○ ○ ○ ○  
滋賀県と共管

258
（社）和歌山県放送中継施
設整備センター

○ ○ ○ ○ ○  
和歌山県と共管

259 （社）仙崎漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  

260 （社）中国自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
中国運輸局と共管

261
（社）協和有線放送電話協
会

○ ○ ○ ○ ○  
　



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

262 （社）周南漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  

263
（財）山口県ニューメディ
ア推進財団

○ ○ ○ ○ ○  
山口県と共管

264
（社）島根県テレビジョン
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
島根県と共管

265
（社）広島県電気通信基盤
整備センター

○ ○ ○ ○ ○  
広島県と共管

266
（社）岡山県電気通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○   
岡山県と共管

267
（社）高松市有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  

268
（社）坂出有線放送電話協
会

○ ○ ○ ○ ○  

269
（社）豊中町有線放送電話
協会

○ ○ ○ ○ ○  

270 （社）四国自動車無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
国土交通省と共管

271
（社）桜井有線放送電話協
会

○ ○ ○ ○ ○  

272
（財）八西地域総合情報セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○  
愛媛県と共管

273
（社）高知県放送中継施設
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
高知県と共管

274
（社）香川県電気通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
香川県と共管

275
（社）徳島県テレビジョン
放送中継施設整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
徳島県と共管

276
（社）愛媛県情報基盤整備
協会

○ ○ ○ ○ ○  
愛媛県と共管

277
（社）九州タクシー無線協
会

○ ○ ○ ○ ○  
九州運輸局と共管

278
（財）福岡ケーブルビジョ
ン

○ ○ ○ ○ ○  
 



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

279
（社）北九州移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

280 （社）長崎県漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  

281
（社）北九州ケーブルビ
ジョン

○ ○ ○ ○ ○  

282
（財）九州移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

283
（社）福岡移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

284
（財）九州テレコム振興セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○  
　

285
（社）大分県電気通信基盤
振興協会

○ ○ ○ ○ ○  
大分県と共管

286
（社）長崎県情報化推進セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○  
長崎県と共管

287
（社）佐賀県情報通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
佐賀県と共管

288
（社）熊本県電気通信基盤
振興協会

○ ○ ○ ○ ○  
熊本県と共管

289
（社）鹿児島県電気通信基
盤振興協会

○ ○ ○ ○ ○  
鹿児島県と共管

290 （社）沖縄県漁業無線協会 ○ ○ ○ ○ ○  
沖縄県と共管

291
（社）沖縄移動無線セン
ター

○ ○ ○ ○ ○  

292
（社）沖縄県情報通信基盤
整備協会

○ ○ ○ ○ ○  
沖縄県と共管

293 （財）逓信協会 ○ ○ ○ ○ ○
　

294 （財）逓信同窓会 ○ ○ ○ ○ ○
　



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

295 （財）通信文化振興会 ○ ○ ○ ○ ×

④について、随意契約によ
る発注があったので、改善
するよう指導（13.3.9)。平
成１３年度契約より改善予
定。

296 （社）逓信研究会 ○ ○ ○ ○ ×

④について、随意契約によ
る発注があったので、改善
するよう指導(13.3.8)。平成
１３年度契約より改善予
定。

297 （財）逓信退職者連盟 ○ ○ ○ ○ ○

298
（財）全国特定郵便局長協
会連合会

○ ○ ○ ○ ○

299 （財）日本郵便友の会協会 ○ ○ ○ ○ ○
　

300 （財）郵便文化振興協会 ○ ○ ○ ○ ○

301
（財）全国郵便切手販売協
会

○ ○ ○ ○ ×

④について、随意契約によ
る発注があったので、改善
するよう指導(13.3.7)。平成
１３年度契約より改善予
定。

302
（財）ポスタルサービスセ
ンター

○ ○ ○ ○ ×

④について、随意契約によ
る発注があったので、改善
するよう指導(13.3.2)。平成
１３年度契約より改善予
定。

303 （財）日本郵趣連合 ○ ○ ○ ○ ○
　

304 （財）日本郵趣協会 ○ ○ ○ ○ ○
　

305
(社)日本ダイレクトメール
協会

○ ○ ○ ○ ○

306 （財）切手の博物館 ○ ○ ○ ○ ○
　



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

307 （財）郵趣文化センター ○ ○ ○ ○ ○

308
（財）国際郵便基盤研究開
発センター

○ ○ ○ ○ ○

309
（財）簡保加入者サービス
協会

○ ○ ○ ○ ○

310
（財）簡保資金振興セン
ター

○ ○ ○ ○ ○

311 （財）簡易保険文化財団 ○ ○ ○ ○ ○

312 （財）郵政弘済会 ○ ○ ○ ○ ×

④について、企業を選定す
る合理的理由がないものが
あるため、改善するよう指
導した(13.3.6)。平成１３年
度からは競争入札等にする
予定。

313 （財）郵政互助会 ○ ○ ○ ○ ×

④について、企業を選定す
る合理的理由がないものが
あるため、改善するよう指
導した(13.2.23)。平成１３
年度からは競争入札等にす
る予定。

314 （財）郵政福祉協会 ○ ○ ○ ○ ○

315 （財）郵政車両協会 ○ ○ ○ ○ ○

316 （社）郵政ﾆｭｰｵﾌｨｽ研究会 ○ ○ ○ ○ ○

317 （財）郵貯資金研究協会 ○ ○ ○ ○ ○

318
（財）国際ボランティア貯
金普及協会

○ ○ ○ ○ ○

319 （財）簡易保険加入者協会 ○ ○ ○ ○ ○

320
（財）簡易保険セールスプ
ロモーションセンター

○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

321
(財)郵便局ﾈｯﾄﾜｰｸ高度化機
構

○ ○ ○ ○ ○

322
(財)施設・建設総合情報セ
ンター

○ ○ ○ ○ ○

323 (社)全国簡易郵便局協会 ○ ○ ○ ○ ○

324
（財）北海道特定郵便局長
協会

○ ○ ○ ○ ○

325 （財）北海道郵政福祉協会 ○ ○ ○ ○ ×

　④について、会報の発行に
あたり、印刷を３年間、同一
業者に発注しているので、発
注先の選定については、公平
性を保ち、長期間固定するこ
とのないよう指導した
（13.3.6）。
　平成13年秋を目途に競争入

326
（財）東北特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ×

　④について、清掃委託につ
いて従前から同じ業者を選定
しているので、発注先の選定
については公平性を保ち、長
期間固定することのないよう
指導した（13.2.27）。
　平成13年度より競争入札等
にする予定。

327
（財）東京特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

328
（財）関東地方特定郵便局
長協会

○ ○ ○ ○ ○

329
（財）信越特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

330
（財）北陸特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

331
（財）東海地方特定郵便局
長協会

○ ○ ○ ○ ○

332
（財）近畿地方特定郵便局
長協会

○ ○ ○ ○ ○



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性
　　法人名　　　　　　　　　　　　項目 備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー

合・

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　

　②について、資料を一般の
閲覧に供する体制が整ってい
ないため、改善するよう指導
した（13.3.13）。
　平成１３年６月を目途に改
善の予定。

　④について、会館清掃業者
が平成６年から同一であるた
め、委託先を変更するよう指
導した（13.3.13）。
　平成１３年度より競争入札
等にする予定。

334
（財）中国特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

335
（財）四国特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

336
（財）九州特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

337
（財）沖縄特定郵便局長協
会

○ ○ ○ ○ ○

333 ○ ×  （財）京都市特定局長協会 ○ ○ ×



　利益の阻害
目的 公開

　退職金 　の公正性

338 （財）公正取引協会 ○ ○ ○ ○ ○

339
（社）首都圏不動産公正取
引協議会

○ ○ ○ ○ ○

340 （社）日本広告審査機構 ○ ○ ○ ○ ○

341
（社）自動車公正取引協議
会

○ ○ ○ ○ ○

342
（社）全国公正取引協議会
連合会

○ ○ ○ ○ ○

343
（社）全国はちみつ公正取
引協議会

○ ○ ○ ○ ○

344
（社）全国ローヤルゼリー
公正取引協議会

○ ○ ○ ○ ○

345
（社）近畿地区不動産公正
取引協議会

○ ○ ○ ○ ○

346
（社）全国家庭電気製品公
正取引協議会

○ ○ ○ ○ ○

総 　点 　検 　結 　果 　表

①民業圧迫・ユーザー
②目的と活動の整合・　　

③高額な役員の報酬・　　　　　　　④委託先・発注先選定　　　　　　　　　　　　　
備考⑤　そ　の　他

（　総　務　省　）

　適切な情報公開
  　　法人名　　　　　　項目


